
様式１号
（総括票）

１　事業者等の概要

kl

t-
CO2

t-
CO2

台

t-
CO2

２　基準年度、計画期間及び報告対象年度

28 年度 29 年度～ 31

31 年度

３　計画書（報告書）の公表方法等

3

平成

8

計画期間

最終年度の目標

2030

工場事務所、業務部、0263-71-3553　　8：30～17：30

基準年度実績

その他ガス
排出量合計

自動車の台数

自動車からの
排気ガス合計

平成 平成 年度

0 0

3 3

1986

4746 4660

1977

4650

事業活動温暖化対策計画書 兼 実施状況等報告書

上記以外（任意提出）の事業者

条例第12条第1項第2号に該当する事業者

氏名 代表取締役社長伏野　裕

主たる事業
の分類

役職名

0 0

制度に該当する
要件

氏名又は名称 王子コンテナー株式会社

条例第12条第1項第1号及び条例施行規則第4条第2項第2号に該当する事業者

主たる事業
の概要

段ボールシート、ケースの製造販売

１４ パルプ・紙・紙加工品製造業

条例第12条第1項第1号及び条例施行規則第4条第2項第1号に該当する事業者

代表者名

主たる事務所
の所在地

東京都中央区銀座5-12-8

4762 4381

2021

その他

大分類 Ｅ 製造業

中分類

第二年度報告

1867

ホームページ

報告対象
年度

平成

印刷物の閲覧

第三年度報告第一年度報告

原油換算エネル
ギー使用量

基準年度

ｴﾈﾙｷﾞｰ起源二酸化
炭素排出量

3



様式１号
（総括票）

４　温室効果ガス排出抑制のための基本方針

５の１　温室効果ガス排出抑制のための組織体制

月次検討会　月1回開催

ISO14001の環境目標を月単位で管理し、環境負荷低減に努める。

５の２　温室効果ガス排出抑制のための会議体等の名称及び開催頻度

【 当社環境マネジメント推進組織図 】

本　　社

青森工場

秋田事業所

釜石営業所

経営層（代表取締役社長）

環境管理責任者

全社環境推進委員会内部環境監査チーム

霞ヶ浦工場

つくば工場

茨城工場

宇都宮工場

高崎工場

営業本部

企画業務本部

技術本部 美粧印刷部

サイト環境推進委員会

業務部

営業部

製造部

サイト環境推進委員会

札幌工場

愛媛工場

九州北工場

熊本工場

神奈川工場

長野工場

名古屋・幸田工場　（幸　田）

滋賀工場滋賀工場 北陸事業所

鈴鹿事業所

埼玉工場

東京工場

大阪工場

兵庫工場

三原工場

防府工場

徳島工場

和歌山王子コンテナー(株)

≪ヘッド≫ ≪サイト≫

≪部門≫

≪工場の部門（各工場共通）≫

岡山営業所

静岡営業所

盛岡事業所

旭川出張所

山梨営業所

長野営業所

山陰営業所

広島営業所

福岡営業所

大分営業所

A

福島工場 新潟営業所

仙台工場

工場長

名古屋・幸田工場　（名古屋）

富士工場

静岡工場

釧路工場

帯広営業所

北見営業所

函館出張所

Aへ

富士事業所

滝野事業所

弘前営業所

長崎営業所



様式１号
（総括票）

６の１　エネルギー起源二酸化炭素の排出抑制に係る目標及び実績

4,762 t-CO2 生産量 142.71 単位 百万㎡

28 年度 4,745 t-CO2 基準原単位 33.37 t-CO2/ 百万㎡

4,381 t-CO2 目標原単位 30.70 t-CO2/ 百万㎡
寄与度の合計から

求めた目標削減率※

31 年度 8.00 ％ 目標削減率 8.00

※事業の内容により
単一の原単位を設定
できない者のみ記載
する（以下同じ）。

4,746 t-CO2 生産量 139.17 単位 百万㎡

4,724 t-CO2 原単位 34.10 t-CO2/ 百万㎡
寄与度の合計から

求めた実績削減率※

29 年度 0.33 ％ 削減率 (2.19)

4,660 t-CO2 生産量 134.91 単位 百万㎡

4,643 t-CO2 原単位 34.54 t-CO2/ 百万㎡
寄与度の合計から

求めた実績削減率※

30 年度 2.14 ％ 削減率 (3.51)

4,650 t-CO2 生産量 132.91 単位 百万㎡

4,629 t-CO2 原単位 34.99 t-CO2/ 百万㎡
寄与度の合計から

求めた実績削減率※

31 年度 2.35 ％ 削減率 (4.86)

削減率

第三年度

％

削減率

調整後排出量
第二年度

排出量

第一年度

排出量等の
増減理由

調整後排出量

排出量

生産性の悪化及び各原単位の悪化によりエネルギー使用が増加した。

％

基 準 年 度

目 標 年 度

生産効率向上により、エネルギーの単位あたり使用量削減を図る。

基準排出量

目標設定に
関する説明

調整後排出量

％

目標排出量

目標削減率

生産量減により生産性、原単位が悪化しエネルギー使用増に繋がった。

設備トラブル等により生産性が悪化、エネルギー使用量の増加に繋がった。

％

目標の達成状
況及び排出量
の増減理由

排出量

排出量等の
増減理由

削減率

調整後排出量



様式１号
（総括票）

0 t-CO2 単位

年度 t-CO2 基準原単位 t-CO2/

0 t-CO2 目標原単位 t-CO2/
寄与度の合計から

求めた目標削減率※

年度 ％ 目標削減率

※事業の内容により
単一の原単位を設定
できない者のみ記載
する（以下同じ）。

0 t-CO2 単位

t-CO2 原単位 t-CO2/
寄与度の合計から

求めた実績削減率※

年度 ％ 削減率

0 t-CO2 単位

t-CO2 原単位 t-CO2/
寄与度の合計から

求めた実績削減率※

年度 ％ 削減率

0 t-CO2 単位

t-CO2 原単位 t-CO2/
寄与度の合計から

求めた実績削減率※

年度 ％ 削減率

第三年度

削減率

排出量

調整後排出量

排出量

調整後排出量

排出量等の
増減理由

調整後排出量

排出量

％

％

削減率

目標の達成状
況及び排出量
の増減理由

６の２エネルギー起源二酸化炭素以外の温室効果ガスの排出抑制に係る目標及び実績

基 準 年 度

目 標 年 度

調整後排出量

基準排出量

目標排出量

％

第二年度

％削減率

第一年度

排出量等の
増減理由

目標設定に
関する説明

目標削減率



様式１号
（総括票）

年度

年度

年度

年度

年度

７　重点対策の実施状況

段階 連番

1

2

Ⅲ、Ⅳ －

６の３　自動車の使用に伴う二酸化炭素の排出抑制に係る目標及び実績

目標設定に
関する説明

第 一 年 度
％t-CO2

排出量 0

基 準 年 度

目 標 年 度

t-CO2

t-CO2

基準排出量

目標排出量

排出量等の
増減理由

排出量等の
増減理由

第 二 年 度
100t-CO2 削減率 ％

8

0

削減率

Ⅰ、Ⅱ

目標の達成状
況及び排出量
の増減理由

第 三 年 度

基準年度

排出量 0

第三年度

％

％

排出量

実施予定

次世代自動車の
導入

エコドライブの
励行

燃料使用量等の
定期的な把握

対策名称

100

削減率

0

100t-CO2 削減率

備考第一年度 第二年度



様式１号
（総括票）

８　排出抑制目標達成のための具体的な措置

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

９　自然エネルギー源利用設備等の導入状況

１０　クレジット等に関する取組状況

グリーンエネルギー証書
（電気）

tCO2

エネ起 162929310400　エネルギー使用量の管理 381

第三年度第二年度第一年度導入計画基準年度単位機器の種類

999 0 999 999太陽光 ｋｗ 999

クレジットの種類 単位

tCO2

基準年度 計画期間 第一年度 第二年度 第三年度

17 21

グリーンエネルギー証書
（熱）

tCO2

県が認証したクレジット

Ｊ－クレジット制度によ
り創出されたクレジット

tCO2

電気の利用に伴うもの tCO2 17 22

低炭素電力の利用 tCO2

番号 区分 対策内容

計画 状況
実施

予定年
度

削減見込量
（t-CO2）

実施年度
推計削減量
（t-CO2）



様式１号
（総括票）

１１　県内の工場等におけるエネルギー起源二酸化炭素の排出実績 (所、t-CO2)

工場等数 排出量 工場等数 排出量 工場等数 排出量 工場等数 排出量

1 4,762 1 4,746 1 4,660 1 4,650

1 4,762 1 4,746 1 4,660 1 4,650

１２　県内の工場等におけるエネルギー起源二酸化炭素以外の温室効果ガスの排出実績 (t-CO2)

１３　次世代車使用台数、導入計画及び実績
(台)

第三年度

3,000kl以上

1,500kl以上
3,000kl未満

1,500kl未満

工場等の規模
（原油換算エネル

ギー使用量）

基準年度 第一年度 第二年度

ガスの種類

非エネルギー起源
CO2

第一年度

0

合計

PFC

SF6

NF3

0

0

0 0

0

0

第一年度

0

0

基準年度 第二年度

0

0

0

0

0

第三年度

0

0

00

0

第二年度

0 0 0 0

0 0

0 0

0

0

0 0 0 0

0 0 0

3 3 3

00 0

自動車総数

0合計

CH4

N2O

HFC

3

クリーンディーゼ
ル自動車

その他
(ハイブリッド等)

燃料電池自動車

基準年度

0

プラグイン・ハイ
ブリッド自動車

電気自動車 0

自動車種別

第三年度

0

0

0

0 0

0

0

0

0

0

0

合計 0

0

0

次世代車導入割合
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１５　交通対策状況

１６　環境マネジメントシステム導入状況

番号

1

2

3

１７　その他の地球温暖化を防止する対策の実施状況

１８　自由記載欄

第三年度実績

廃棄物の削減

廃棄物の削減

廃棄物の削減

廃棄物の削減

基準年度実績

第一年度実績

第二年度実績

区分

基 準 年 度
以前の取組み

そ の 他

内容 削減量(tCO2)

特になし

特になし

ＩＳＯ14001

名称

マイカー通勤率　　98％

特になし

2003年

来 客 者 の
交 通 対 策

導入年

特になし

輸送効率（円/㎡）の指標を設定し活動

区分 実施内容

ノーマイカー
通 勤

公共交通機関
の 利 用 促 進

物流の合理化

１４　中小企業支援状況

区分 内容

中小企業への
省 エ ネ 診 断

そ の 他

なし

なし


